
低層住宅地

一般住宅、アパート
のほか農地も見られ
る住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 30 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

高齢化率の上昇が見られるが、人口は微増で西濃地区でも活力
のある都市で、駅に近接した住宅地需要は比較的堅調である。

穂積駅の徒歩圏で、小学校や商業施設にも近く、需要は比較的
旺盛である。

個別的要因に変動はない。

画地規模及び賃貸市場の未熟成と駐車場の必要等から土地利用効率が低い地域事情があり、収益価格は試算できなかった。
従って、規範性の高い比準価格をベースに手順の各段階について客観的な再吟味を加え、収益価格の裏付けがない等のリ
スクに留意するとともに、周辺地域の取引動向及び当該基準地の地価体系上の位置と代表標準地との均衡並びに過年度等
価格の推移等も検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

穂積駅や学校等の公共施設にも近い生活利便性の良好な住宅地域で、今後も安定的に熟成していくものと予測する。地価
も当該地区の人気を反映して、総額上限枠を見据えながら幾分の強含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-8.0

-7.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
南方 750m

穂積
750m

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

189

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 12.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

54,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.3％ ％

84.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市穂積字東原２７番２３外

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

12,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

51,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に穂積駅及び穂積小学校を軸とする住宅地域で宅地供給に乏しく、特にミニ分譲地が、高単価で取引され
ている。需要の中心は生活利便性を選好する市内居住者である。中心となる価格帯は、土地のみで１２００万円前後、新
築戸建住宅では２７００～３２００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原　弘昌



低層住宅地

一般住宅等のほか農
地も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 120 30 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

瑞穂市は岐阜市のベッドタウンとして若年人口に恵まれて発展傾
向にあり、貸家住宅や戸建住宅等の需要が依然堅調に推移してい
る。

近隣地域周辺では、１次取得者向けの戸建分譲や共同住宅の建設
が見られ、住宅地への純化・熟成が緩やかに進行している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は一般住宅主体の住宅地域で、市場での取引は自用目的のものが大半で居住性や利便性が重要視される。比準価格
は、これらの市場実態を反映した類似地域の成約事例から試算して信頼性を充たしている。一方、対象基準地は収益性を測
定するには手狭であり、本件試算においても収益価格は低位に求められた。以上から、本件では比準価格を標準とし収益価
格も参考にして、前年からの変動状況など諸要因を考慮の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

近隣地域周辺は工場等の混在性が弱まり、住宅地としての純化が進みつつある。稲里地区は素地となる農地が潤沢であり、
引続き新規の宅地開発が見られるなど、今後も熟成度を緩やかに増してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,100円／㎡

公示価格 54,100円／㎡

標準地番号 瑞穂 8-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

穂積駅
南西 1.4km

穂積
1.4km

(8)

北5.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　５
．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

264

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,100 円／㎡

27,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市稲里字三ノ町３３４番６

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 27日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

14,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧穂積町エリアの西部ないし南西部の住宅地域。主な需要者は市内居住の１次取得者で、市外からの転入者や
住替え需要も見込まれる。当市の住宅市場は、戸建分譲や中古住宅に関連するものが多く需要は概ね堅調。稲里地区は、周
辺の工場に勤務する若年ファミリー層を中心に、貸家住宅及び戸建住宅の需要が比較的高い地区である。付近における取引
の中心価格帯は土地（６０坪）で１１百万円程度、新築戸建で２３～２８百万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（株）中園不動産鑑定所

中園　真一



低層住宅地

中規模一般住宅が多
い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 30 40 低層住宅地

-

「準都計」(60,200)

高齢化率の上昇が見られるが、人口は微増で西濃地区でも活力
のある都市で、駅に近接した住宅地需要は比較的堅調である。

平成２７年１月に準都市計画区域に指定され、農地転用による
ミニ開発はやや停滞的であるが、住環境は順調な熟成過程にあ
る。

個別的要因に変動はない。

収益性よりも住環境等が重視される戸建住宅地域で、画地規模及び駐車場の必要等から土地利用効率が低い地域事情があ
り、収益価格は試算できなかった。従って、規範性の高い比準価格をベースに手順の各段階について客観的な再吟味を加
え、継続する地価下落趨勢で収益価格の裏付けがない等のリスクと取引動向に留意し、さらに当該基準地の地価体系上の
位置と類似の標準地との均衡及び過年度等価格の推移等も検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

郊外の戸建住宅地域であり、今後も順調に熟成するものと予測する。周辺の小規模分譲等はやや停滞的で、地価も若干の
弱含み基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 35,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-1.5

+28.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
北西方 5.8km

穂積
5.8km

(8)

北5m市道

「準都計」
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 16.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

44,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

129.1 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市森字一町田６９番１８

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

5,690,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に市内旧巣南町の全域を含む住宅地域で、平成２７年１月に準都市計画区域に指定され、小規模開発の戸
建住宅地を中心に熟成過程にある。需要者は当該地域に多少の地縁的選好性を有する一次取得者が中心で、取引の中心価
格帯は土地のみで６００～８００万円程度、新築戸建住宅で２２００～２５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原　弘昌



低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 50 70 100 低層住宅地

-

１低専(50,80)

岐阜市・名古屋市への通勤圏として、瑞穂市の人口・世帯数とも
に増加傾向にある。

小学校・商業利便施設への接近性は比較的良好で、継続して分譲
住宅の販売が見られるが、駅徒歩圏に比べ市場性はやや劣る。

個別的要因に変動はない。

比準価格は価格牽連性が強い周辺住宅地の事例を採用しており、実証的である。なお、当該地域は「１低専」内の低層住宅
地域で、事業収支の観点から収益還元法は適用しなかった。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用して、代表標準
地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域で、今後も住宅地域として現状維持程度で推移するものと予
測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+2.6

-5.0

+3.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
北西方 1.8km

穂積
1.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

213

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

54,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

99.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市馬場上光町３丁目１０２番１外

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 28日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

11,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

44,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は瑞穂市及び北方町の住宅地域で、価格牽連性が強いのは瑞穂市北部の住宅地域。需要者の中心は市内に居住す
る一次取得のサラリーマン層で、一部圏外からの転入者も見られる。当該地域は駅徒歩圏外であるが、幹線道路背後に位置
し、岐阜市等への車での通勤は便利であり、ミニ開発による戸建分譲が継続して見られる。中心価格帯は、土地が９００万
円～１６００万円、分譲住宅で２２００万円～３０００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



低層店舗地

中規模店舗、事業所
等が見られる路線商
業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 150 35 70 低層店舗地

-

近商(90,200)
準防

岐阜市・名古屋市への通勤圏として、瑞穂市の人口・世帯数とも
に増加傾向にあるが、路線商業地需要は低調に推移している。

名古屋紡績跡地に複合商業施設がオープンした影響もあり、商圏
は拡散傾向にある。

個別的要因に変動はない。

当該地域は賃貸用建物も見られるが、売買市場の参加者は自己使用目的の法人又は個人事業者である。よって、市場の実態
を反映した比準価格を標準に、収益価格を関連づけ、地価公示標準地及び指定基準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上
記の如く決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

当該地域は国道２１号線沿いの路線商業地域で、交通量の増加に伴い６車線化された。なお、今後も店舗等の進出が見込ま
れ、路線商業地域として熟成が進むものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 73,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

72,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.7

+1.1

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
南方 1.4km

穂積
1.4km

(8)

北36m国道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ３６ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,229

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 33.0 ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,800 円／㎡

49,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5 ％ ％

96.4 ］

99.3［ ］ 98.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市穂積字東原６０５番１

-2.0台形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

72,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北方 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.7

+1.9

-8.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.8

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

70,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

91.2 ］

98.3［ ］ 98.0［ ］

102.8［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 28日 正常価格

平成 28年 7月 14日平成 28年 7月 1日

88,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 72,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は瑞穂市全域及び隣接市町の幹線道路沿いの路線商業地。需要者層は沿道サービス業種を主体とする法人及び個
人事業者。同一需給圏内では、路線商業地内の店舗と大型商業施設とは競合関係にあり、顧客は大型店舗へ流出する傾向が
続いている。路線商業地の需要者の多くは事業用定期借地権の利用が多く、売買市場は低調に推移している。なお、瑞穂市
内の幹線道路沿いの土地取引は依然として少なく中心価格帯の把握には困難性を有する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



中小工場地

中小工場、倉庫のほ
かに一般住宅、農地
も見られる工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 200 200 200 中小工場地

-

工業(60,200)

大企業を中心とした利益拡大も中小工場地には波及しておらず、
取引も低調である。英国のＥＵ離脱等による景況の先行きが注
目される。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

中小工場地で、賃貸市場の未熟成及び賃貸規模等により、収益価格は試算できなかった。従って、規範性の高い比準価格
をベースに手順の各段階について客観的な再吟味を加え、保有・売却コスト等のリスクと転用可能性及び工場地取引の動
向等に留意し、さらに当該基準地の同用途等の地価体系上の位置と類似の標準地との均衡並びに過年度価格の推移等も検
討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

工場

中小工場や倉庫等の多い工業地域で、地域要因等の大きな変動はなく、しばらくは安定的に推移していくものと予測する。
当市内の新規立地需要はやや停滞的で、地価も若干の弱含み基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

33,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞穂 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.7

+0.2

+9.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
南西方 2.7km

穂積
2.7km

(8)

南7m市道

工業
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,638

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

32.0  ｍ、　奥行　約 50.0 ｍ、　規模 1,600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

37,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1％ ％

112.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

瑞穂市牛牧字中尾７１１番１外

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 24日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

54,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

27,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、画地規模から主に瑞穂市全域の中小企業が中心である。大企業は雇用調整と円安効果によって利益は拡大
したが、英国のＥＵ離脱の影響等の不透明要素も多く、当該基準地のような中小規模の工業地については需要も復調して
いるとはいえず、画地規模から３０００～５５００万円程度の土地取引も低調な状況にある。また、類似規模の小規模住
宅地開発用の一団地の取引も弱含み水準となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞穂（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞穂（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原　弘昌


